
 

（  公  印  省  略  ） 

障 第 ３ ０ ０ ４ ７ － １ ７ 号 

  令和５年１０月１ ９日 

 

障害福祉サービス等運営法人代表者 様 

 

群馬県健康福祉部障害政策課長  齊藤 猛  

 

 

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下「サービス管理責任者等」）

に関する告示の改正に伴う手続きについて 

 

本 県 の 障 害 保 健 福 祉 行 政 の 推 進 に つ き ま し て は 、 日 頃 よ り 御 尽 力 い た だ

き 厚 く 御 礼 申 し 上 げ ま す 。  

令和５年６月３０日付け事務連絡にて、別添のとおり、こども家庭庁支援局障害

児支援課及び厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課から告示の改正に

ついて通知がありました。 

改正内容のうち、「実践研修の受講に必要な実務経験（ＯＪＴ）」について、以

下のとおりの取り扱いとなりましたので、お知らせします。 

 

【 実 践 研 修 の 受 講 に 必 要 な 実 務 経 験 （ Ｏ Ｊ Ｔ ） に つ い て 】        
（ １ ）  改 正 内 容 に つ い て  

改 正 前  
・ 基 礎 研 修 修 了 後 「 ２ 年 以 上 」 の 期 間  
 

改 正 後  
・ 原 則 、 基 礎 研 修 修 了 後 「 ２ 年 以 上 」 の 期 間  
・ 一 定 の 要 件 を 充 足 し た 場 合 に は 、 例 外 的 に 「 ６ 月 以 上 」 の 期 間  

要 件  ※ ① ～ ③ を 全 て 満 た す 必 要 あ り  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①基礎研修受講開始時に既にサービス管理責任者等の配置に係る実務経験要件（相談支援業

務又は直接支援業務（３～８年））を満たしている。 

②基礎研修修了後、サービス管理責任者等のもとで、個別支援計画の原案の作成までの一連の

業務（以下、個別支援計画の原案作成等の業務）を実施している。  

・利用者について面接した上でアセスメントを行い、適切な支援内容の検討を行う。  

・アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき個別支援計画の原案を作成する。 

・サービス管理責任者等が開催する個別支援計画の作成に係る会議に参画する。  

・上 記 原 案 の内 容 について利 用 者 又 はその家 族 に対 して説 明 し、文 書 により利 用 者 の同 意 を得 、個 別

支援計画を利用者に交付する。 

・定期的に個 別支 援計 画の実施 状況の把握 及び利 用 者についての継続 的なアセスメント（モニタリング）

を行う。 



 

 

 

 

 

（２）  手続きについて 

上記届出について参考様式を定めましたので、実務経験期間の例外的な取り扱い

を希望する場合は、各指定権者に届出をご提出ください。 

なお、参考様式は「群馬県」「前橋市」「高崎市」で共通様式となっています。 

 

【留意事項】 

①  届出は、個別支援計画の原案作成等の業務に従事を開始する日から１０日以内

に届け出てください。 

②  届出は、２部提出してください（添付書類は１部で可）。 

また、切手を貼った返信用封筒を同封してください。 

③  本通知日以前の取り扱いについては、令和５年１１月６日（月）（必着）まで

に限り、実際に業務を開始した日付まで遡り、提出することを認めます。 

 ③２人目のサービス管理責任者等として配置する場合であっても、実務経験期間

の例外的な取り扱いを希望する場合は、当該届出を提出してください。 

     
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

事務担当 

施設利用支援係 027-226-2632 

地域生活支援係 027-226-2638 

 

 

 

 

 

※サービス管 理 責 任 者 等 養 成 に係る一 連 の研 修 の一 部 をなすものとして設 定 されたものであり、その十

分な実施を担保する観点から、少なくとも計１０回以上行うこと。 

③指定権者に届け出ている。 


